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をいう。）、詳細設計付工事における詳細設計又は工場制作を含む工事における工場制作工のいずれか

に着手することをいう。

43．工事とは、本体工事及び仮設工事、又はそれらの一部をいう。

44．本体工事とは、設計図書に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。

45．仮設工事とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成に必要とされるものをいう。

46．工事区域とは、工事用地、その他設計図書で定める土地または水面の区域をいう。

47．現場とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所及び設計図書で明確に指定される場所

をいう。

48．ＳＩとは、国際単位系をいう。

50．ＪＩＳ規格とは、日本工業規格をいう。また、ＪＡＳ規格とは、日本農林規格をいう。

１－１－１－３ 設計図書の照査等

１．受注者からの要求があり、監督職員が必要と認めた場合、受注者に図面の原図を貸与することがで

きる。ただし、共通仕様書、建設技術者必携等、市販・公開されているものについては、受注者が備

えなければならない。

２．受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約書第18条第１項第１号から第５号

に係わる設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事実が確認できる資料

を書面により提出し、確認を求めなければならない。

なお、確認できる資料とは、現場地形図、設計図との対比図、取り合い図、施工図等を含むものと

する。また、受注者は監督職員から更に詳細な説明又は書面資料の追加の要求があった場合は従わな

ければならない。

ただし、設計図書の照査範囲を超える資料の作成については、契約書第19条によるものとし、監督

職員からの指示によるものとする。

３．受注者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書、及びその他の図書を監督職員の承諾

なくして第三者に使用させ、又は伝達してはならない。

１－１－１－４ 施工計画書

１．受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画書を

監督職員に提出しなければならない。

受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたらなければならない。

この場合、受注者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。また、監督職員が

その他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、受注者は、監督職員の

承諾を得て記載内容の一部を省略することができる。

(１) 工事概要

(２) 計画工程表

(３) 現場組織表

(４) 主要機械・船舶

(５) 主要材料

(６) 施工方法 （仮設備計画を含む）

(７) 施工管理計画
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３．受注者は、工事完成時（完成前に工事工程上、支給材料の精算が可能な場合は、その時点。）に、土

木工事にあっては支給品精算書を、港湾工事にあっては支給材料精算書を監督職員を通じて発注者に

提出しなければならない。

４．受注者は、契約書第15条第１項の規定に基づき、支給材料及び貸与品の支給を受ける場合は、品名、数量、

品質、規格又は性能を記した要求書をその使用予定日の14日前までに監督職員に提出しなければならない。

５．契約書第15条第１項に規定する「引渡場所」については、設計図書又は監督職員の指示によるも

のとする。

６．受注者は、契約書第15条第９項に定める「不用となった支給材料又は貸与品の返還」の規程に基づ

き返還する場合、監督職員の指示に従うものとする。なお、受注者は、返還が完了するまで材料の損

失に対する責任を免れることはできないものとする。

７．受注者は、支給材料及び貸与物件の修理等を行う場合、事前に監督職員の承諾を得なければならない。

８．受注者は、支給材料及び貸与物件を他の工事に流用してはならない。

９．支給材料及び貸与物件の所有権は、受注者が管理する場合でも発注者に属するものとする。

１－１－１－17 工事現場発生品

１．受注者は、設計図書に定められた現場発生品について、設計図書又は監督職員の指示する場所で監

督職員に引き渡すとともに、合わせて現場発生品調書を作成し、監督職員を通じて発注者に提出しな

ければならない。

２．受注者は、第 1項以外のものが発生した場合、監督職員に連絡し、監督職員が引き渡しを指示した

ものについては、監督職員の指示する場所で監督職員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品調書

を作成し、監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。

１－１－１－18 建設副産物

１．受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図書によるも

のとするが、設計図書に明示がない場合には、本体工事または設計図書に指定された仮設工事にあっ

ては、監督職員と協議するものとし、設計図書に明示がない任意の仮設工事にあたっては、監督職員

の承諾を得なければならない。

２．受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニュフェスト）ま

たは電子マニュフェストにより、適正に処理されていることを確認するとともに監督職員に提示しな

ければならない。

３．受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、平成14年5月30日）再生資源

の利用の促進について（建設大臣官房技術審議官通達、平成３年10月25日）建設汚泥の再生利用に

関するガイドライン（国土交通事務次官通達、平成18年6月12日）を遵守して、建設副産物の適正

な処理及び再生資源の活用を図らなければならない。

４．受注者は、土砂、砕石又は加熱アスファルト混合物をコンクリート、コンクリート及び鉄から成る

建設資材、木材、アスファルト混合物等を工事現場に搬入する場合には、法令に基づき、再生資源利

用計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。

５．受注者は、建設発生土、コンクリ－ト塊、アスファルト、コンクリ－ト塊、建設発生木材、建設汚

泥または建設混合廃棄物等を工事現場から搬出する場合には、法令に基づき、再生資源利用促進計画

を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。
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6．受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了後速やかに実

施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を監督職員に提出しなけ

ればならない。

7.コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物を

搬入または搬出する場合には、施工計画作成時、工事完了時に必要な情報を建設副産物情報交換シス

テムに入力するものとする。なお、これによりがたい場合には、監督職員と協議しなければならない。

１－１－１－20 工事完成検査

１．受注者は、契約書第31条の規定に基づき、工事完成通知書を監督職員に提出しなければならない。

２．受注者は、工事完成通知書を監督職員に提出する際には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさな

くてはならない。

(１) 設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。

(２) 契約書第17条第１項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了していること。

(３) 設計図書により義務付けられた工事記録写真、出来形管理資料、工事関係図等の資料の整備が

すべて完了していること。

(４) 契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結していること。

３．発注者は、工事検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日を連絡するものとする。

４．検査職員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対比し、次の各

号に掲げる検査を行うものとする。

(１) 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ

(２) 工事管理状況に関する書類、記録及び写真等

５．検査職員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定めて修補の指示を行

うことができるものとする。

６．修補の完了が確認された場合は、その指示日から補修完了の確認日までの期間は、契約書第31条2

項の規定する期間に含めないものとする。

７．受注者は、当該工事完成検査については、第３編1－１－6第３項の規定を準用する。

１－１－１－20A 出来高検査

１．受注者は、契約書第37条第２項の部分払の確認の請求を行った場合、又は、契約書第38条第１項

の工事の完成の通知を行った場合は、出来高に係わる検査を受けなければならない。

２．受注者は、契約書第37条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工事の出

来高に関する資料を作成し、監督職員に提出しなければならない。

３．検査職員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として工事の出来高に関する資料

と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。

(１) 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。

(２) 工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。

４．受注者は、検査職員の指示による修補については、前条の第５項の規定に従うものとする。
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受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に連絡するとともに、監督職員

が指示する様式（工事事故報告書）で指示する期日までに、提出しなければならない。

１－１－１－30 環境対策

１．受注者は建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術審議官通達、昭和62年３月30

日）、関連法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題については、

施工計画及び工事の実施の各段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならな

い。

２．受注者は、環境への影響が予知され又は発生した場合は、直ちに監督職員に連絡しなければならな

い。また、第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、誠意をもってその対応にあたり、その交

渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明確にしておくとともに、状況を随時監

督職員に報告しなければならない。

３．受注者は、工事の施工に伴い地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者への損害が生じた場合

には、受注者が善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得なかったか否かの判断をするた

めの資料を監督職員に提出しなければならない。

４．受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋汚染等及び海上災害の防止に関す

る法律」に基づき、適切な措置をとらなければならない。

５．受注者は、水中に工事用資材等が落下しないよう措置を講じるものとする。

また、工事の廃材、残材等を海中に投棄してはならない。落下物が生じた場合は、受注者は、自

らの負担で撤去し処理しなければならない。

６．受注者は、工事の施工にあたり表１－１に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出

ガスの規制等に関する法律(平27年6月改正 法律第50号）」に基づく技術基準に適合する特定特殊自

動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成３年10月８日付建設省経機発第249号）」、

「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程（最終改正平成24年3月23日付国土交通省告示第

318号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成23年7月13日付国総環リ第

1号）」に基づき指定された排出ガス対策型建機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を

使用しなければならない。

排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認めた場合は、平成７年度建設技術評

価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実施された民

間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技審査証明事業により評価された排出ガス浄化装

置を装着した建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、監督職員と協議するもの

とする。

受注者は、トンネル坑内作業において表１－２に示す建設機械を使用する場合は、2011年以降の排

出ガス基準に適合するものとして「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」（平成

28年11月11日経済産業省・国土交通省・環境省令第2号）16条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に

定める表示が付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成３年10月8

日付建設省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成23年7

月13日付国総環リ第1号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以下「トンネ
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３．受注者は、供用中の道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督職員、道路管

理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平成28

年7月15日改正 内閣府・国土交通省令第2号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建

設省道路局長通知、昭和37年８月30日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正に

ついて（局長通知 平成18年3月31日 国道利37号・国道国防第205号）、道路工事現場における

工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知 平

成18年3月31日 国道利38号・国道国防第206号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省

道路局国道第一課通知昭和47年２月）に基づき、安全対策を講じなければならない。

４．受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定めに従い、工

事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。

５．受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用方法等を施工

計画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所要の手続をとるもの

とし、発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な措置を行わなければならない。

６．発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任において使用するものとす

る。

７．受注者は、特記仕様書に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合においては、その定め

に従うとともに、関連する受注者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らかにして使用するものとす

る。

８．公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料又は設備を保管してはならない。

受注者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断するときには、交通管理者協議

で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用される路面からすべての設備その他の障害物を撤

去しなくてはならない。

９．工事の性質上、受注者が、水上輸送によることを必要とする場合には本条の「道路」は、水門、又

は水路に関するその他の構造物と読み替え「車両」は船舶と読み替えるものとする。

10．受注者は、工事の施工にあたっては、作業区域の標示及び関係者への周知など、必要な安全対策を

講じなければならない。また、作業船等が船舶の輻輳している区域を航行またはえい航する場合、見

張りを強化する等、事故の防止に努めなければならない。

11．受注者は、、船舶の航行または漁業の操業に支障をきたす恐おそれのある物体を水中に落とした場

合、直ちに、その物体を取り除かなければならない。

なお、直ちに取り除けない場合は、標識を設置して危険箇所を明示し、関係機関に通報及び監督職

員へ連絡しなければならない。

12．受注者は、は、作業船舶機械が故障した場合、安全の確保に必要な措置を講じなければならない。

なお、故障により二次災害を招く恐おそれがある場合は、直ちに応急の措置を講じ、関係機関に通報

及び監督職員へ連絡しなければならない。

13．受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成26年 5月 28日改正 政令第187

号）第3条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行

許可を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令（平成28年7月15日改正 政

令第258号）第22条における制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法
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２．受注者は、諸法令を遵守し、これに違反した場合発生するであろう責務が、発注者に及ばないよう

にしなければならない。

３．受注者は、当該工事の計画、契約図面、仕様書及び契約そのものが第１項の諸法令に照らし不適当

であったり、矛盾していることが判明した場合には速やかに監督職員と協議しなければならない。

１－１－１－35 官公庁等への手続等

１．受注者は、工事期間中、関係官公庁及びその他の関係機関との連絡を保たなければならない。

２．受注者は、工事施工にあたり請負者の行うべき関係官公庁及びその他の関係機関への届出等を、法

令、条例又は設計図書の定めにより実施しなければならない。ただし、これにより難い場合は監督職

員の指示を受けなければならない。

３．受注者は、前項に規定する届出等の実施に当たっては、その内容を記載した文書により事前に監督

職員に報告しなければならない。

４．受注者は、諸手続きにおいて許可、承諾等を得たときは、監督職員に報告しなければならない。

５．受注者は、手続きに許可承諾条件がある場合これを遵守しなければならない。

なお、受注者は、許可承諾内容が設計図書に定める事項と異なる場合、監督職員と協議しなければ

ならない。

６．受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなければならない。

７．受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受注者が対応すべき場合は誠意をも

ってその解決にあたらなければならない。

８．受注者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交渉を、自らの責任において行うもの

とする。受注者は、交渉に先立ち、監督職員に連絡の上、これらの交渉にあたっては誠意をもって対

応しなければならない。

９．受注者は、前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で確認する等明確にしておく

とともに、状況を随時監督職員に報告し、指示があればそれに従うものとする。

１－１－１－36 施工時期及び施工時間の変更

１．受注者は、設計図書に施工時間が定められている場合でその時間を変更する必要がある場合は、あ

らかじめ監督職員と協議するものとする。

２．受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の受注者の決めた休日又は夜間

に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面によって監督職員に提出しなければならない。

１－１－１－37 工事測量

１．受注者は、工事着手後直ちに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点の設置及び用地境界、

中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書に示されている数値と差異を

生じた場合は監督職員の指示を受けなければならない。なお、測量標（仮ＢＭ）及び多角点を設置す

るための基準となる点の選定は、監督職員の指示を受けなければならない。また受注者は、測量結果

を監督職員に提出しなければならない。

２．受注者は、受注者は、工事施工に必要な仮水準点、多角点、基線、法線、境界線の引照点等を設置
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１－２－３－６ 堤防天端工

受注者は、堤防天端に砕石材を平坦に敷均さなければならない。

１－２－３－７ 残土処理工

１．残土処理工とは作業土工で生じた残土の工区外への運搬及び受入れ地の整形処理までの一連作業を

いう。

２．残土を受け入れ地へ運搬する場合には沿道住民に迷惑がかからないようつとめなければならない。

第４節 道路土工

１－２－４－１ 一般事項

１．本節は、道路土工として掘削工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工、残土処理工その他これら

に類する工種について定めるものとする。

２．路床とは盛土部においては、盛土仕上り面下、掘削（切土）部においては掘削仕上り面下１ｍ以内

の部分をいう。

路体とは盛土における路床以外の部分をいう。

３．受注者は、盛土と橋台や横断構造物との取付け部である裏込めや埋戻し部分は、供用開始後に構造

物との間の路面の連続性を損なわないように、適切な材料を用いて入念な締固めと排水工の施工を行

わければならない。

なお、構造物取付け部の範囲は、「道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下部構造編 87．9橋台背面アプロー

チ部」（日本道路協会、平成2429年311月）及び「道路土工－盛土工指針 4-10盛土と他の構造物との

取付け部の構造」（日本道路協会、平成22年4月）を参考とする。

４．地山の土及び岩の分類は、表２－３によるものとする。

受注者は、設計図書に示された現地の土及び岩の分類の境界を確かめられた時点で、監督職員の確

認を受けなければならない。

なお、確認のための資料を整備・保管し、監督職員または検査職員の請求があった場合は速やかに

提示しなければならない。
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これに定めのないものは、監督職員の指示する様式によらなければならない。

２．契約書第９条第５項に規定する「設計図書に定めるもの」とは請負代金額に係わる請求書、代金代理

受領諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係わる書類及びその他現場説明の際指定し

た書類をいう。

３－１－１－16 創意工夫

受注者は、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目又は地域社会への貢献として、特に評価で

きる項目について工事完成時までに監督職員の指示する所定の様式により監督職員に提出することができる。
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第２章 一般施工

第１節 適 用

１．本章は、各工事において共通的に使用する工種、基礎工、石・ブロック積（張）工、一般舗装工、

地盤改良工、工場製品輸送工、構造物撤去工、仮設工、工場製作工（共通）、橋梁架設工、法面工（共

通）、擁壁工（共通）、浚渫工（共通）、植栽維持工、床版工その他これらに類する工種について適用

するものとする。

２．本章に特に定めのない事項については、第２編材料編及び第１編第３章無筋・鉄筋コンクリートの

規定によるものとする。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある

場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成29年11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成2429年311月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ｉ共通編Ⅳ Ⅳ下部構造編） （平成2429年311月)

日本道路橋協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月）

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧 （平成26年3月）

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧 （平成19年6月）

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説 （平成4年12月）

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案） （平成2年11月）

建設省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針 （昭和49年7月）

建設省 薬液注入工事に係る施工管理等について （平成2年9月）

日本薬液注入協会 薬液注入工法の設計・施工指針 （平成元年6月）

国土交通省 仮締切堤設置基準（案） （平 成 2 6年 1 2月一部改正）

環境省 水質汚濁に係わる環境基準について （平成28年３月）

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成28年12月）

日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成27年3月）

全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針 （平成25年10月）

地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説 （平成24年5月）

日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針 （平成24年8月）

日本道路協会 道路土工要鋼 （平成21年6月）

日本道路協会 道路土工－盛土工指針 （平成22年4月）

第
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(１) 横組シース及び縦組シースは、コンクリート打設時の振動、締固めによって、その位置及び方

向が移動しないように組立てなければならない。

(２) 受注者は、ＰＣ鋼材をシースに挿入する前に清掃し、油、土及びごみ等が付着しないよう、挿

入作業をするものとする。

(３) シースの継手部をセメントペーストの漏れない構造で、コンクリート打設時も圧倒に耐える強

度を有し、また、継手箇所が少なくなるようにするものとする。

(４) ＰＣ鋼材またはシースが設計図書で示す位置に確実に配置できるよう支持間隔を定めるものと

する。

(５) ＰＣ鋼材またはシースがコンクリート打設時の振動、締固めによって、その位置及び方向が移

動しないように組立てるものとする。

(６) 定着具の支圧面をＰＣ鋼材と垂直になるように配慮しなければならない。また、ネジ部分は緊

張完了までの期間、さびたり、損傷を受けたりしないように保護するものとする。

３．ＰＣ緊張の施工については、下記の規定によらなければならない。

(１) プレストレッシング時のコンクリートの圧縮強度が、プレストレッシング直後にコンクリート

に生じる最大圧縮応力度の1.7倍以上であることを確認するものとする。なお、圧縮強度の確認

は、構造物と同様な養生条件におかれた供試体を用いて行うものとする。

(２) プレストレッシング時の定着部付近のコンクリートが、定着により生じる支圧応力度に耐える

強度以上であることを確認するものとする。

(３) プレストレッシングに先立ち、次の調整及び試験を行うものとする。

① 引張装置のキャリブレーション

② ＰＣ鋼材のプレストレッシングの管理に用いる摩擦係数及びＰＣ鋼材の見かけのヤング係数を

求める試験

(４) プレストレスの導入に先立ち、（３）の試験に基づき、監督職員に緊張管理計画書を提出するも

のとする。

(５) 緊張管理計画書に従ってプレストレスを導入するように管理するものとする。

(６) 緊張管理計画書で示された荷重計の示度と、ＰＣ鋼材の抜出し量の測定値との関係が許容範囲

を越える場合は、直ちに監督職員に連絡するとともに原因を調査し、適切な措置を講ずるものと

する。

(７) プレストレッシングの施工については、各桁ともできるだけ同一強度の時期に行うものとする。

(８) プレストレッシングの施工については、「道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コンクリート

部材編）20.817.11 PC鋼材工及び緊張工」（日本道路協会、平成 2429年 311月）に基づき管理するも

のとし、順序、緊張力、PC鋼材の抜出し量、緊張の日時、コンクリートの強度等の記録を整備及び保

管し、監督職員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。

(９) プレストレッシング終了後のＰＣ鋼材の切断は、機械的手法によるものとする。これにより難

い場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。

(10) 緊張装置の使用については、ＰＣ鋼材の定着部及びコンクリートに有害な影響を与えるものを

使用してはならない。

(11) ＰＣ鋼材を順次引張る場合には、コンクリートの弾性変形を考えて、引張の順序及び各々のＰ
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第４章 水 門

第１節 適 用

１．本章は、河川工事における工場製作工、工場製品輸送工、河川土工、軽量盛土工、水門本体工、護

床工、付属物設置工、鋼管理橋上部工、橋梁現場塗装工、床板工、橋梁付属物（鋼管理橋）、橋梁足場

等設置工（鋼管理橋）、コンクリート管理橋上部工（ＰＣ橋）、コンクリート管理橋上部工（ＰＣホロ

ースラブ橋）、橋梁付属物（コンクリート管理橋）、橋梁足場等設置工（コンクリート管理橋）、舗装工、

仮設工その他これらに類する工種について適用するものとする。

２．仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとする。

３．河川土工は、第１編第２章第３節河川土工・海岸土工・砂防土工の規定によるものとする。

４．受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは機械工事共通仕様書（案）の規定によらな

ければならない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならな

い。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義が

ある場合は監督職員と協議しなければならない。

国土交通省 仮締切堤設置基準（案） （平成26年12月一部改正）

建設省 河川砂防技術基準（案） （平成9年12月）

ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）

（平成28年10月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成29年11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成2429

年311月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

（平成2429年311月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編） （平成2429

年311月）

土木学会 プレストレストコンクリート工法設計施工指針 （平成 3 年 3 月）

国土交通省 機械工事施工管理基準（案） （平成22年4月）

国土交通省 機械工事塗装要領（案）・同解説 （平成22年4月）

日本道路協会 道路橋支承便覧 （平成16年4月）

第３節 工場製作工

６－４－３－１ 一般事項

本節は、工場製作工として桁製作工、鋼製伸縮継手製作工、落橋防止装置製作工、鋼製排水管製作工、

橋梁用防護柵製作工、鋳造費、仮設材製作工及び工場塗装工その他これらに類する工種について定める

ものとする。
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第５章 堰

第１節 適 用

１．本章は、河川工事における工場製作工、工場製品輸送工、河川土工、軽量盛土工、可動堰本体工、

固定堰本体工、魚道工、管理橋下部工、鋼管理橋上部工、橋梁現場塗装工、床版工、橋梁付属物工（鋼

管理橋）、橋梁足場等設置工（鋼管理橋）、コンクリート管理橋上部工（PC橋）、コンクリート管理橋

上部工（PCホロースラブ橋）、コンクリート管理橋上部工（PC箱桁橋）、橋梁付属物工（コンクリート

管理橋）、橋梁足場等設置工（コンクリート管理橋）、付属物設置工、仮設工、その他これらに類する

工種について適用するものとする。

２．河川土工、仮設工は、第１編第２章第３節河川土工、海岸土工、砂防土工及び第３編第２章第10

節仮設工の規定によるものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

４．受注者は、河川工事において、水位、潮位の観測を必要に応じて実施しなければならない。

５．受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは機械工事共通仕様書（案）の規定によらな

ければならない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）

（平成28年10月）

国土交通省 仮締切堤設置基準（案） （平成26年12月一部改正）

建設省 河川砂防技術基準（案） （平成9年12月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（１共通編） （平成29年11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成2429

年３11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

（平成2429年３11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編） （平成2429年３11月）

日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年３月）

日本道路協会 道路橋支承便覧 （平成 16 年４月）

土木学会 プレストレストコンクリート工法設計施工指針 （平成 3 年 3 月）

国土開発技術研究センター ゴム引布製起伏堰技術基準（案） （平成12年10月）
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第８編 砂 防 編

第１章 砂防堰堤

第１節 適 用

１．本章は、砂防工事における工場製作工、工場製品輸送工、砂防土工、軽量盛土工、法面工、仮締切

工、コンクリート堰堤工、鋼製堰堤工、護床工・根固め工、砂防堰堤付属物設置工、付帯道路工、付

帯道路施設工、仮設工、その他これらに類する工種について適用するものとする。

２．砂防土工は、第１編第２章第３節河川土工・海岸土工・砂防土工の規定によるものとする。

３．仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとする。

４．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

５．受注者は、砂防工事においては、水位の観測を必要に応じて実施しなければならない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

建設省 河川砂防技術基準（案） （平成 9年 12 月）

土木学会 コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編） （平成 25年 10 月）

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） （平成 25年 3月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（１共通編） （平成29年11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧 （平成 26年３月）

砂防・地すべり技術センター砂防ソイルセメント施工便覧 （平 成 2 8 年 版）

第３節 工場製作工

８－１－３－１ 一般事項

１．本節は、工場製作工として鋼製堰堤製作工、鋼製堰堤仮設材製作工、工場塗装工その他これらに類

する工種について定めるものとする。

２．受注者は、原寸、工作、溶接に関する事項を施工計画書へ記載しなければならない。

なお、設計図書に示されている場合または設計図書に関して監督職員の承諾を得た場合は、上記項

目の全部または一部を省略することができるものとする。

３．受注者は、鋳鉄品及び鋳鋼品の使用にあたって、設計図書に示す形状寸法のもので、有害なキズま
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第10編 道 路 編

第１章 道路改良

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における道路土工、工場製作工、地盤改良工、法面工、軽量盛土工、擁壁工、石・

ブロック積（張）工、カルバート工、排水構造物工（小型水路工）、落石雪害防止工、遮音壁工、構造

物撤去工、仮設工その他これらに類する工種について適用するものとする。

２．道路土工、構造物撤去工、仮設工は、第１編第２章第4節道路土工、第３編第２章第９節構造物撤

去工、第10節仮設工の規定によるものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準、同解説 （平成 24 年 5 月）

日本道路協会 道路土工―道路土工要鋼 （平成21年6月）

日本道路協会 道路土工―切土工・斜面安定工指針 （平成 21 年 6 月）

日本道路協会 道路土工―盛土工指針 （平成 22 年 4 月）

日本道路協会 道路土工―擁壁工指針 （平成 24 年 7 月）

日本道路協会 道路土工―カルバート工指針 （平成 22 年 3 月）

日本道路協会 道路土工―仮設構造物工指針 （平成 11 年 3 月）

全日本建設技術協会 土木構造物標準設計第2巻 （平成 12 年 9 月）

全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針 （平成 25年 10 月）

日本道路協会 落石対策便覧 （平成 12 年 6 月）

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧 （平成 26 年 3 月）

土木研究センター ジオテキスタイルを用いた補強土の設計施工マニュアル（平成 25年 12 月）

土木研究センター 補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マニュアル （平成 26 年 8 月）

土木研究センター 多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マニュアル （平成 26 年 8 月）

日本道路協会 道路防雪便覧 （平成 2 年 5 月）

日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（除雪編） （平成16年12月）

日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（防雪編） （平成16年12月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）
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ればならない。

３．受注者は、雪崩予防柵と固定アンカーとワイヤで連結を行う場合は、雪崩による変形を生じないよ

う緊張し施工しなければならない。

４．受注者は、雪崩予防柵のバーの設置にあたっては、バーの間隙から雪が抜け落ちないようにバーを

設置しなければならない。

第12節 遮音壁工

10－１－12－１ 一般事項

１．本節は遮音壁工として、作業土工（床掘り・埋戻し）、遮音壁基礎工、遮音壁本体工、その他これら

に類する工種について定めるものとする。

２．受注者は、遮音壁工の設置にあたっては、遮音効果が図れるように設置しなければならない。

10－１－12－２ 材 料

１．遮音壁に使用する吸音パネルは、設計図書に明示したものを除き、本条によるものとする。

２．前面板（音源側）の材料は、ＪＩＳ Ｈ 4000（アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条）

に規定するアルミニウム合金Ａ5052Ｐまたは、これと同等以上の品質を有するものとする。

３．背面板（受音板）の材料は、ＪＩＳ Ｇ 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）に規定する溶融亜

鉛めっき鋼板ＳＰＧ３ＳSGH、SGCまたは、これと同等以上の品質を有するものとする。

４．吸音材の材料はＪＩＳ Ａ 6301（吸音材料）に規定するグラスウール吸音ボード２号32Ｋまたは、

これと同等以上の品質を有するものとする。

５．受注者は、遮音壁付属物に使用する材料は、設計図書に明示したものとし、これ以外については設

計図書に関して監督職員と協議し承諾を得なければならない。

10－１－12－３ 作業土工(床掘り・埋戻し)

作業土工の施工については、第３編２－３－３作業土工（床掘り・埋戻し）の規定によるものとする。

10－１－12－４ 遮音壁基礎工

受注者は、支柱アンカーボルトの設置について、設計図書によるものとし、これ以外による場合は、

設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。

10－１－12－５ 遮音壁本体工

１．遮音壁本体の支柱の施工については、支柱間隔について、設計図書によるものとし、ずれ、ねじれ、

倒れ、天端の不揃いがないように設置しなければならない。

２．受注者は、遮音壁付属物の施工については、水切板、クッションゴム、落下防止策、下段パネル、

外装板の各部材は、ずれが生じないよう注意して施工しなければならない。
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第２章 舗 装

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における道路土工、地盤改良工、舗装工、排水構造物工、縁石工、踏掛版工、防

護柵工、標識工、区画線工、道路植栽工、道路付属施設工、橋梁付属物工、仮設工、その他これらに

類する工種について適用するものとする。

２．道路土工、地盤改良工、仮設工は、第１編第２章第４節道路土工、第３編第２章第７節地盤改良工

及び第10節仮設工の規定によるものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準書と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は、監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説 （平成 4 年 12 月）

日本道路協会 道路土工要鋼 （平成２１年６月）

日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成２８年３月）

日本道路協会 舗装再生便覧 （平成２２年１１月）

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧 （平成19年6月）

日本道路協会 道路照明施設設置基準・同解説 （平成１９年１０月）

日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説 （昭和59年10月）

日本道路協会 道路反射鏡設置指針 （昭和55年12月）

国土交通省 防護柵の設置基準の改訂について （平成16年3月）

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成2028年112月）

日本道路協会 道路標識設置基準・同解説 （昭和 62 年 1 月）

日本道路協会 視覚障害者誘導用ブロック設置指針・同解説 （昭和 60 年 9 月）

日本道路協会 道路橋防水便覧 （平成１９年 3月）

建設省 道路附属物の基礎について （昭和 50 年 7 月）

日本道路協会 舗装試験法便覧別冊 （平成 8 年 10 月）

日本道路協会 アスファルト混合所便覧（平成8年度版） （平成 8 年 10 月）

日本道路協会 舗装施工便覧 （平成18年2月）

日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説 （平成 13 年 9 月）

日本道路協会 舗装設計施工指針 （平成18年2月）

日本道路協会 舗装設計便覧 （平成18年2月）

土木学会 舗装標準示方書 （平成27年10月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）
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第７節 踏掛版工

10－２－７－１ 一般事項

１．本節は、踏掛版工として作業土工（床掘り、埋戻し）、踏掛版工その他これらに類する工種につい

て定めるものとする。

２．受注者は、踏掛版工の施工にあたり、障害物がある場合などは、速やかに監督職員に連絡し、設計

図書に関して監督職員と協議しなければならない。

３．受注者は、踏掛版工の施工については、「道路土工－盛土工指針」（日本道路協会、平成22年4月）

の踏掛版及び施工の規定、第10編２－７－４踏掛版工の規定によるものとする。これにより難い場合は、

監督職員の承諾を得なければならない。

10－２－７－２ 材 料

１．踏掛版工で使用する乳剤等の品質規格については、第３編２－６－３アスファルト舗装の材料の規

定によるものとする。

２．踏掛版工で使用するラバーシューの品質規格については、設計図書によらなければならない。

10－２－７－３ 作業土工（床掘り・埋戻し）

作業土工の施工については、第３編２－３－３作業土工（床掘り・埋戻し）の規定によるものとする。

10－２－７－４ 踏掛版工

１．作業土工（床掘り・埋戻し）を行う場合は、第３編２－３－３作業土工（床掘り・埋戻し）の規定

によるものとする。

２．踏掛版の施工にあたり、縦目地及び横目地の設置については、第３編２－６－12コンクリート舗装

工の規定によるものとする。

３．受注者は、ラバーシューの設置にあたり、既設構造物と一体となるように設置しなければならない。

４．受注者は、アンカーボルトの設置にあたり、アンカーボルトは、垂直となるように設置しなければ

ならない。

第８節 防護柵工

10－２－８－１ 一般事項

１．本節は、防護柵工として作業土工（床掘り・埋戻し）、路側防護柵工、防止柵工、ボックスビーム工、

車止めポスト工、防護柵基礎工その他これらに類する工種について定めるものとする。

２．受注者は、防護柵を設置する際に、障害物がある場合などは、速やかに監督職員に連絡し、設計図

書に関して監督職員と協議しなければならない。

３．受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・同解説4-1．施工の規定」（日本道路

協会、平成2028年 112月改訂）、「道路土工要綱 第5章施工計画」（日本道路協会、平成21年6月）

の規定、及び３編２－３－８路側防護柵工、２－３－７防止柵工の規定によらなければならない。こ
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第３章 橋梁下部

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における工場製作工、工場製品輸送工、道路土工、軽量盛土工、橋台工、ＲＣ橋

脚工、鋼製橋脚工、護岸基礎工、矢板護岸工、法覆護岸工、擁壁護岸工、仮設工その他これらに類す

る工種について適用するものとする。

２．道路土工及び仮設工は、第１編第２章第４節道路土工及び第３編第２章第10節仮設工の規定による

ものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

４．コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）については、下記によるものとする。

(１) 受注者は、設計図書において非破壊試験の対象工事と明示された場合は、非破壊試験により、

配筋状態及びかぶり測定を実施しなければならない。

(２) 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状態及びかぶり測定要領（以下、

「要領）」という。）」に従い行わなければならない。

(３) 本試験に関する資料を整備・保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示するとと

もに工事完成までに監督職員へ提出しなければならない。

(４) 要領により難い場合は、監督職員と協議しなければならない。

５．コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）については、以下による。

(１) 受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と明示された場合は、微破壊また

は非破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しなければならない。

(２) 微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測定要領（以下、

「要領」という。）」に従い行わなければならない。

(３) 受注者は、本試験に関する資料を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに

提示するとともに工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。

(４) 要領により難い場合は、監督職員と協議しなければならない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成 29年 11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成 2429 年 311 月）
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日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 道路橋支承便覧 （平成 16 年 4 月）

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧 （平成 26 年 3 月）

日本道路協会 道路橋補修便覧 （昭和 54 年 2 月）

日本道路協会 杭基礎工便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧 （平成 9 年 12 月）

日本道路協会 道路土工要鋼 （平成21年6月）

日本道路協会 道路土工―擁壁工指針 （平成 24 年 7 月）

日本道路協会 道路土工―カルバート工指針 （平成 22 年 3 月）

日本道路協会 道路土工―仮設構造物工指針 （平成 11 年 3 月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第３節 工場製作工

10－３－３－１ 一般事項

１．本節は、工場製作工として、刃口金物製作工、鋼製橋脚製作工、アンカーフレーム製作工、工場塗

装工その他これらに類する工種について定めるものとする。

２．受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書へ記載しなければならない。

なお、設計図書に示されている場合または設計図書に関して監督職員の承諾を得た場合は、上記項

目の全部または一部を省略することができるものとする。

３．受注者は、溶接作業に従事する溶接工の名簿を整備し、監督職員の請求があった場合は速やかに提

示しなければならない。

４．受注者は、鋳鉄品及び鋳鋼品の使用にあたって、設計図書に示す形状寸法のもので、応力上問題の

あるキズ及び著しいひずみ並びに内部欠陥がないものを使用しなければならない。

５．主要部材とは主構造と床組、ニ次部材とは主用部材以外の二次的な機能を持つ部材をいうものとす

る。

10－３－３－２ 刃口金物製作工

刃口金物製作工の施工については、第３編２－12－３桁製作工の規定によるものとする。

10－３－３－３ 鋼製橋脚製作工

１．鋼製橋脚製作工の施工については、第３編２－12－３桁製作工の規定によるものとする。

２．受注者は、アンカーフレームと本体部（ベースプレート）との接合部の製作にあたっては、両者の

関連を確認して行わなければならない。

３．製品として購入するボルト・ナットについては、第２編２－５－６ボルト用鋼材の規定によるもの

とする。また、工場にて製作するボルト・ナットの施工については、設計図書によるものとする。
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４．受注者は、アンカーフレームの架設については、「鋼道路橋施工便覧Ⅲ現場施工編第 3章架設」（日

本道路協会、平成 27年 3月）によらなければならない。コンクリートの打込みによって移動するこ

とがないように据付け方法を定め、施工計画書に記載しなければならない。また、フーチングのコン

クリート打設が終了するまでの間、アンカーボルト・ナットが損傷を受けないように保護しなければ

ならない。また、フーチングのコンクリート打設が終了するまでの間、アンカーボルト・ナットが損

傷を受けないように保護しなければならない。

５．受注者は、アンカーフレーム注入モルタルの施工ついては、アンカーフレーム内の防錆用として、

中詰グラウト材を充填しなければならない。

中詰めグラウト材は、プレミックスタイプの膨張モルタル材を使用するものとし、品質は、設計図

書によらなければならない。

６．受注者は、フーチングの箱抜きの施工については、「道路橋支承便覧 第5章 支承部の施工」（日本

道路協会、平成16年4月）の規定によらなければならない。これ以外の施工方法による場合は、設計

図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。

７．受注者は、海岸部での施工については、塩害に対して十分注意して施工しなければならない。

10－３－８－10 橋脚架設工

１．受注者は、橋脚架設工の施工については、第３編２－13－３架設工（クレーン架設）、「道路橋示方

書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）第1820章施工」（日本道路協会、平成2429年311月）の規定によら

なければならない。これ以外の施工方法による場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なけれ

ばならない。

３．受注者は、組立て中に損傷があった場合、速やかに監督職員に連絡した後、取換えまたは補修等の

処置を講じなければならない。

４．受注者は、ベント設備・ベント基礎については、架設前にベント設置位置の地耐力の安全性を確認

しておかなければならない。

５．受注者は、架設用吊金具の処理方法として、鋼製橋脚の橋脚梁天端に設置した架設用吊金具及び外

から見える架設用吊金具は切断後、平滑に仕上げなければならない。その他の橋脚内面等に設置した

架設用吊金具はそのまま残すものとする。

６．受注者は、中込コンクリート打設後、水抜孔の有効性を確認しなければならない。

受注者は、ベースプレート下面に無収縮モルタルを充填しなければならない。使用する無収縮モル

タルはプレミックスタイプとし、無収縮モルタルの品質は設計図書によるものとする。

10－３－８－11 現場継手工

１．現場継手工の施工については、第３編２－３－23現場継手工の規定によるものとする。

２．受注者は、現場継手工の施工については、「道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）18第20章

施工」（日本道路協会、平成2429年311月）、「鋼道路橋施工便覧Ⅲ現場施工編第３章架設工事」（日

本道路協会、平成27年3月）の規定によらなければならない。これ以外による場合は、設計図書に関し

て監督職員の承諾を得なければならない。

３．受注者は、溶接作業に従事する溶接工の名簿を整備し、監督職員の請求があった場合は速やかに提

示しなければならない。
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第４章 鋼橋上部

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における工場製作工、工場製品輸送工、鋼橋架設工、橋梁現場塗装工、床版工、

橋梁付属物工、歩道橋本体工、橋梁足場等設置工、仮設工その他これらに類する工種について適用す

るものとする。

２．仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なけれあばならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成 29年 11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 鋼道路橋設計便覧 （昭和 55 年 8 月）

日本道路協会 道路橋支承便覧 （平成 16 年 4 月）

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧 （平成 26 年 3 月）

日本道路協会 道路照明施設設置基準・同解説 （平成19年10月）

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成2028年 112月）

日本道路協会 立体横断施設技術基準・同解説 （昭和 54 年 1 月）

日本道路協会 鋼道路橋の細部構造に関する資料集 （平成 3 年 7 月）

日本道路協会 道路橋床版防水便覧 （平成 19 年 3 月）

日本道路協会 鋼道路橋の疲労設計指針 （平成 14 年 3 月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第３節 工場製作工

10－４－３－１ 一般事項

１．本節は、工場製作工として桁製作工、検査路製作工、鋼製伸縮継手製作工、落橋防止装置製作工、

鋼製排水管製作工、橋梁用防護柵製作工、橋梁用高柵製作工、横断歩道橋製作工、鋳造費、アンカー

フレーム製作工、工場塗装工その他これらに類する工種について定めるものとする。

２．受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書に記載ししなければならない。
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第５章 コンクリート橋上部

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における工場製作工、工場製品輸送工、ＰＣ橋工、プレビーム橋工、ＰＣホロー

スラブ橋工、ＲＣホロースラブ橋工、ＰＣ版桁橋工、ＰＣ箱桁橋工、ＰＣ片持箱桁橋工、ＰＣ押出し

箱桁橋工、橋梁付属物工、コンクリート橋足場等設備工、仮設工その他これらに類する工種について

適用するものとする。

２．仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

４．コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）については、下記によるものとする。

(１) 受注者は、設計図書において非破壊試験の対象工事と明示された場合は、非破壊試験により、

配筋状態及びかぶり測定を実施しなければならない。

(２) 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状態及びかぶり測定要領（以下、

「要領」という。）」に従い行わなければならない。

(３) 本試験に関する資料を整備・保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示するとと

もに工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。

(４) 要領により難い場合は、監督職員と協議しなければならない。

５．コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）については、以下によるものとする。

(１) 受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と明示された場合は、微破壊また

は非破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しなければならない。

(２) 微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測定要領（以下、

「要領」という。）」に従い行わなければならない。

(３) 受注者は、本試験に関する資料を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに

提示するとともに工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。

(４) 要領により難い場合は、監督職員と協議しなければならない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成 29年 11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

（平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋支承便覧 （平成 16 年 4 月）
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土木学会 プレストレストコンクリート工法設計施工指針 （平成 3 年 3 月）

日本道路協会 コンクリート道路橋設計便覧 （平成 6 年 2 月）

日本道路協会 コンクリート道路橋施工便覧 （平成 10 年 1 月）

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成2028年 112月）

日本道路協会 道路照明施設設置基準・同解説 （平成 19 年 1 月）

建設省土木研究所 プレキャストブロック工法によるプレストレストコンクリート道路橋

設計・施工指針（案） （平成 7 年 12 月）

国土開発技術研究センター プレビーム合成げた橋設計施工指針 （平成9年7月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第３節 工場製作工

10－５－３－１ 一般事項

１．本節は、工場製作としてプレビーム用桁製作工、橋梁用防護柵製作工、鋼製伸縮継手製作工、検査

路製作工、工場塗装工、鋳造費その他これらに類する工種について定めるものとする。

２．受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に係わる事項を施工計画書へ記載しなければならない。

なお、設計図書に示されている場合、または設計図書について監督職員の承諾を得た場合は、上記

項目の全部または、一部を省略することができるものとする。

３．受注者は、ＪＩＳ Ｂ 7512（鋼製巻尺）の１級に合格した鋼製巻尺を使用しなければならない。

なお、これにより難い場合は、設計図書について監督職員の承諾を得るものとする。

４．受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正を行わなければならない。

10－５－３－２ プレビーム用桁製作工

プレビーム用桁の製作加工については、第３編２―12－９プレビーム用桁製作工の規定によるものと

する。

10－５－３－３ 橋梁用防護柵製作工

橋梁用防護柵製作工の施工については、第３編２―12－７橋梁用防護柵製作工の規定によるものとする。

10－５－３－４ 鋼製伸縮継手製作工

１．鋼製伸縮継手製作工の施工については、第３編２―12－５鋼製伸縮継手製作工の規定によるものと

する。

10－５－３－５ 検査路製作工

検査路製作工の施工については、第３編２―12－４検査路製作工の規定によるものとする。

10－５－３－６ 工場塗装工

工場塗装工の施工については、第３編２―12－11工場塗装工の規定によるものとする。
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土木学会 トンネル標準示方書山岳工法編・同解説 （平成 28 年 8 月）

土木学会 トンネル標準示方書開削工法編・同解説 （平成 28 年 8 月）

土木学会 トンネル標準示方書シールド工法編・同解説 （平成 28 年 8 月）

日本道路協会 道路トンネル観察・計測指針 （平成 21 年 2 月）

建設省 道路トンネルにおける非常用施設（警報装置）の標準仕様 （昭和 43 年 12 月）

建設省 道路トンネル非常用施設設置基準 （昭和 56 年 4 月）

日本道路協会 道路土工－擁壁工指針 （平成 24 年 7 月）

日本道路協会 道路土工－カルバート工指針 （平成 22 年 3 月）

日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針 （平成 11 年 3 月）

建設労働災害防止協会 ずい道工事等における換気技術指針（設計及び粉じん等の測定）

（平成 24 年 3 月）

日本道路協会 道路トンネル安全施工技術指針 （平成 8 年 10 月）

厚生労働省 ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイドライン（平成 23 年 3 月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第３節 トンネル掘削工

10－６－３－１ 一般事項

本節は、トンネル掘削として掘削工その他これらに類する工種について定めるものとする。

10－６－３－２ 掘 削 工

１．受注者は、トンネル掘削により地山をゆるめないように施工するとともに、過度の爆破をさけ、余

掘を少なくするよう施工しなければならない。

また、余掘が生じた場合は、受注者はこれに対する適切な処理を行うものとする。

２．受注者は、爆破を行った後のトンネル掘削面のゆるんだ部分や浮石を除去しなければならない。

３．受注者は、爆破に際して、既設構造物に損害を与える恐れがある場合は、防護施設を設けなければ

ならない。

４．受注者は、電気雷管を使用する場合は、爆破に先立って迷走電流の有無を調査し、迷走電流がある

ときは、その原因を取り除かねばならない。

５．受注者は、設計図書に示された設計断面が確保されるまでトンネル掘削を行わなければならない。

ただし、堅固な地山における吹付けコンクリートの部分的突出（原則として、覆工の設計巻厚の1/3

以内。ただし、変形が収束したものに限る。）、鋼アーチ支保工及びロックボルトの突出に限り、設計

図書に関して監督職員の承諾を得て、設計巻厚線内にいれることができるものとする。

６．受注者は、トンネル掘削によって生じたずりを、設計図書または監督職員の指示に従い処理しなけ

ればならない。

７．受注者は、設計図書における岩区分（支保パターン含む）の境界を確認し、監督職員の確認を受け

なければならない。また、受注者は、設計図書に示された岩の分類の境界が現地の状況と一致しない

場合は、監督職員と協議しなければならない。
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第７章 コンクリートシェッド

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における道路土工、プレキャストシェッド下部工、プレキャストシェッド上部工、

ＲＣシェッド工、シェッド付属物工、仮設工その他これらに類する工種について適用するものとする。

２．道路土工は、第１編第２章第４節道路土工の規定によるものとする。

３．仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとする。

４．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成 29年 11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

（平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成 2329 年 311 月）

日本道路協会 道路土工要鋼 （平成 21 年 6 月）

日本道路協会 道路土工－擁壁工指針 （平成 24 年 7 月）

日本道路協会 道路土工－カルバート工指針 （平成 22 年 3 月）

日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針 （平成 11 年 3 月）

土木学会 プレストレストコンクリート工法設計施工指針 （平 成 3 年 3 月）

日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 コンクリート道路橋設計便覧 （平 成 6 年 3 月）

土木学会 コンクリート標準示方書（設計編） （平成 25 年 3 月）

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） （平成 25 年 3 月）

日本道路協会 落石対策便覧 （平成 12 年 6 月）

日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック(防雪編) （平成 16 年 12 月)

日本道路協会 道路橋支承便覧 （平成 16 年 4 月）

日本道路協会 道路防雪便覧 （平 成 2 年 5 月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

別紙　25



- 566 -

第８章 鋼製シェッド

第１節 適 用

１．本章は、鋼製シェッド工事における工場製作工、工場製品輸送工、道路土工、鋼製シェッド下部工、

鋼製シェッド上部工、シェッド付属物工、仮設工その他これらに類する工種について適用するものと

する。

２．道路土工は、第１編第２章第４節道路土工、仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるも

のとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成 29年 11月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成 2429 年 311 月）

日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 鋼道路橋設計便覧 （昭和 55 年 9 月）

日本道路協会 道路橋支承便覧 （平成 16 年 4 月）

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧 （平成 26 年 3 月）

日本道路協会 立体横断施設技術基準・同解説 （昭和 54 年 1 月）

日本道路協会 鋼道路橋の細部構造に関する資料集 （平成 3 年 7 月）

日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成 27 年 3 月）

日本道路協会 杭基礎設計便覧 （平成 27 年 3 月）

日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（防雪編） （平成 16年 12 月）

日本道路協会 道路土工要鋼 （平成21年6月）

日本道路協会 道路土工－擁壁工指針 （平成 24 年 7 月）

日本道路協会 道路土工－カルバート工指針 （平成 22 年 3 月）

日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針 （平成 11 年 3 月）

日本道路協会 斜面上の深礎基礎設計施工便覧 （平成 24 年 4 月）

日本道路協会 落石対策便覧 （平成 12 年 6 月）

日本道路協会 道路防雪便覧 （平成 2 年 5 月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）
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第11章 共同溝

第１節 適 用

1.本章は、共同溝工事における工場製作工、工場製品輸送工、仮設工、開削土工、現場打構築工、プレ

キャスト構築工、付属設備工、その他これらに類する工種について適用する。

2.仮設工は、第3編第2章第10節仮設工の規定による。

なお、当該作業のうち覆工板の設置撤去には、作業に伴う覆工板開閉作業も含むものとする。

3.本章に特に定めのない事項については、第1編共通編、第2編材料編、第3編土木工事共通編の規定によ

る。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類による。これにより難い場

合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある

場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 共同溝設計指針 （昭和61年3月）

道路保全技術センター プレキャストコンクリート共同溝設計・施工要領（案）（平成6年3月）

土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成28年8月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第３節 工場製作工

10-11-3-1 一般事項

1.本節は、工場製作工として設備・金物製作工、工場塗装工その他これらに類する工種について定め

る。

2.受注者は、工場製作工において、設計図書で特に指定のない限り、使用材料、施工方法、施工管理

計画等について、施工計画書に記載しなければならない。

10-11-3-2 設備・金物製作工

設備・金物製作工については、第10編第4章第3節工場製作工の規定による。

10-11-3-3 工場塗装工

工場塗装工の施工については、第3編2-12-11工場塗装工の規定による。

第4節 工場製品輸送工

10-11-4-1 一般事項

本節は、工場製品輸送工として、輸送工その他これらに類する工種について定める。
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第 12章 電線共同溝

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における仮設工、舗装版撤去工、開削土工、電線共同溝工、付帯設備工、その他

これらに類する工種について適用するものとする。

２．開削土工は、第10編第12章第４節開削土工の規定によるものとする。

３．仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとする。

４．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

道路保全技術センター 電線共同溝 （平成７年11月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第３節 舗装版撤去工

10－12－３－１ 一般事項

本節は、舗装版撤去工として舗装版破砕工その他これらに類する工種について定めるものとする。

10－12－３－２ 舗装版破砕工

舗装版破砕工の施工については、第３編２－９－３構造物取壊し工の規定によるものとする。

第４節 開削土工

10－12－４－１ 一般事項

本節は、開削土工として掘削工、埋戻し工、残土処理工その他これらに類する工種について定めるも

のとする。

10－12－４－２ 掘削工

掘削工の施工については、第１編２－４－２掘削工の規定によるものとする。

10－12－４－３ 埋戻し工

埋戻し工の施工については、第10編11－５－３埋戻し工の規定によるものとする。
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第13章 情報ボックス工

第1節 適 用

1.本章は、情報ボックス工における情報ボックス工、付帯設備工、仮設工その他これらに類する工種に

ついて適用する。

2.開削土工は、第10編第12章第4節開削土工の規定による。

3.仮設工は、第3編第2章第10節仮設工の規定による。

4.本章に特に定めのない事項については、第1編共通編、第2編材料編、第3編土木工事共通編の規定によ

る。

第2節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類による。これにより難い場

合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある

場合は監督職員と協議しなければならない。

道路保全技術センター 電線共同溝 （平成7年11月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第3節 情報ボックス工

10-13-3-1 一般事項

本節は、情報ボックス工として作業土工（床掘り、埋戻し）、管路工（管路部）その他これらに類す

る工種について定める。

10-13-3-2 舗装版破砕工

舗装版破砕工の施工については、第3編2-9-3構造物取壊し工の規定による。

10-13-3-3 作業土工（床掘り・埋戻し）

作業土工の施工については、第3編2-3-3作業土工（床掘り・埋戻し）の規定による。

10-13-3-4 管路工（管路部）

管路工（管路部）の施工については、第10編12-5-2管路工（管路部）の規定による。

第4節 付帯設備工

10-13-4-1 一般事項

本節は、付帯設備工としてハンドホール工その他これらに類する工種について定める。
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第 14章 道路維持

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における巡視・巡回工、道路土工、舗装工、排水構造物工、防護柵工、標識工、

道路付属施設工、軽量盛土工、擁壁工、石・ブロック積（張）工、カルバート工、法面工、橋梁床版

工、橋梁付属物工、横断歩道橋工、現場塗装工、トンネル工、道路付属物復旧工、道路清掃工、植栽

維持工、除草工、冬期対策施設工、応急処理工、構造物撤去工、仮設工その他これらに類する工種に

ついて適用するものとする。

２．道路土工は第１編第２章第４節道路土工、構造物撤去工は第３編第２章第９節構造物撤去工、仮設

工は第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編及び

本編第１章～８章の規定によるものとする。

４．受注者は、道路維持の施工にあたっては、安全かつ円滑な交通を確保するため道路を良好な状態に

保つようにしなければならない。

５．受注者は、工事区間内での事故防止のため、やむを得ず臨機の措置を行う必要がある場合は、第１

編総則１－１－41臨機の措置の規定に基づき処置しなければならない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路維持修繕要綱 （昭和 53 年 7 月）

日本道路協会 舗装再生便覧 （平成 22年 11 月）

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧 （平成19年6月）

日本道路協会 道路橋補修便覧 （昭和54年2月）

日本道路協会 道路トンネル維持管理便覧（本体工編） （平成 27 年 6 月）

日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成28年3月）

日本道路協会 舗装施工便覧 （平成18年2月）

日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説 （平成 13 年 9 月）

日本道路協会 舗装設計施工指針 （平成18年2月）

日本道路協会 舗装設計便覧 （平成18年2月）

国土技術研究センター 景観に配慮した防護柵の整備ガイドライン （平成16年5月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）
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第 15章 雪 寒

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における除雪工、仮設工その他これらに類する工種について適用するものとする。

２．仮設工は、第３編第２章第10節の仮設工の規定によるものとする。

３．本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規

定によるものとする。

４．受注者は、雪寒の施工にあたっては、安全かつ円滑な交通を確保するため道路を良好な状態に保つ

よう維持しなければならない。

５．受注者は、工事区間内での事故防止のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければ

ならない。また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督職員に通知しなければな

らない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（除雪編） （平成 16年 12 月）

日本道路協会 道路維持修繕要綱 （昭和 53 年 7 月）

日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（防雪編） （平成 16年 12 月）

日本道路協会 道路防雪便覧 （平成 2 年 5 月）

日本道路協会 舗装設計施工指針 （平成18年2月）

日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説 （平成 13 年 9 月）

日本道路協会 舗装施工便覧 （平成 18年 2月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）

第３節 除 雪 工

10－15－３－１ 一般事項

１．本節は、除雪工として一般除雪工、運搬除雪工、凍結防止工、歩道除雪工、安全処理工、雪道巡回

工、待機補償費、保険費、除雪機械修理工その他これらに類する工種について定めるものとする。

２．除雪工においては、施工計画書へ以下に示す事項を記載しなければならない。

なお、第１編１－１－４施工計画書第１項において規定している計画工程表については、記載しな

くてよいものとする。

(１) 情報連絡体制（氏名、職名及び連絡方法）

別紙　31



- 607 -

第 16章 道路修繕

第１節 適 用

１．本章は、道路工事における工場製作工、工場製品輸送工、道路土工、舗装工、排水構造物工、縁石

工、防護柵工、標識工、区画線工、道路植栽工、道路付属物工、軽量盛土工、擁壁工、石・ブロック

積（張）工、カルバート工、法面工、落石雪害防止工、橋梁床版工、鋼桁工、橋梁支承工、橋梁付物

工、横断歩道橋工、橋脚巻立て工、現場塗装工、トンネル工、構造物撤去工、仮設工、その他これら

に類する工種について適用するものとする。

２．道路土工は第１編第２章第４節道路土工、構造物撤去工は第３編第２章第９節構造物撤去工、仮設

工は第３編第２章第 10節仮設工の規定によるものとする。

３．本章に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編及び本編

第１章～８章の規定によるものとする。

４．受注者は、道路修繕の施工にあたっては、安全かつ円滑な交通を確保するため道路を良好な状態に

保つようにしなければならない。

５．受注者は、工事区間内での事故防止のため、やむを得ず臨機の措置を行う必要がある場合は、第１

編総則１－１－41臨機の措置の規定に基づき処置しなければならない。

第２節 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければならない。

これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義があ

る場合は監督職員と協議しなければならない。

日本道路協会 道路維持修繕要綱 （昭和 53 年 7 月）

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧 （平成 26 年 3 月）

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧 （平成19年3月）

日本道路協会 舗装再生便覧 （平成22年11月）

日本道路協会 道路橋補修便覧 （昭和54年2月）

日本道路協会 舗装施工便覧 （平成18年2月）

日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説 （平成 13 年 9 月）

日本道路協会 舗装設計施工指針 （平成18年2月）

日本道路協会 舗装設計便覧 （平成18年2月）

日本みち研究所 補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－（平成29年11月）

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン （平成29年11月）
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